
別紙７

（農泊推進対策に関する事業に係る運用）

第１ 趣旨

実施要綱第２の１の（２）の④に掲げる農泊推進対策の運用については、

実施要綱及び実施要領によるほか、この運用に定めるところによる。

第２ 事業内容等

農泊推進対策は、「農泊」を持続的なビジネスとして推進し、農山漁村に

おける所得の向上や雇用の増大を図るための取組を支援するものであり、

その具体的な事業内容、事業実施主体、選定要件等は別表に定めるものと

する。

１ 農泊推進事業

農泊の推進により地域の所得向上を図ろうとする意欲ある地域におい

て、農泊を観光ビジネスとして持続的に活動できる体制の確立や農山漁

村に賦存する伝統料理等の「食」、美しい景観などの地域資源を観光コン

テンツとして磨き上げる取組や情報発信等の取組

２ 人材活用事業

農泊の推進により地域の所得向上を図ろうとする意欲ある地域におい

て、地域外の人材や専門的スキル等を活用する取組

３ 施設整備事業

古民家等を活用した滞在施設や農林漁業・農山漁村体験施設、農林漁

家レストランの整備や修景など、農泊を推進するために必要となる施設

等の新設又は補修・改修を行う取組

４ 広域ネットワーク推進事業

観光ビジネスとして持続可能な体制により磨き上げられた地域資源を

観光誘客に結びつけ、関係省庁と連携した国内外の旅行者や旅行事業者

等に個々の農泊地域の魅力を効果的に情報発信等する取組

（１）都道府県単位における取組

（２）全国単位における取組

第３ 事業実施期間

各事業の実施期間は、次の期間を上限とする。

１ 第２の１の事業は２年間とする。

２ 第２の２の事業は２年間とする。

３ 第２の３の事業は２年間とする。

４ 第２の４の事業は１年間とする。



第４ 事業の公募

事業の公募は、以下に掲げる者が、別に定める公募要領により、事業

実施提案書の公募及び選定を行うものとする。

１ 第２の１から３までの事業を実施しようとする地域が北海道に所在す

る場合にあっては、農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」とい

う。）

２ 第２の１から３までの事業を実施しようとする地域が沖縄県に所在す

る場合にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

３ 第２の１から３までの事業を実施しようとする地域が２以外の都府県

に所在する場合にあっては、地方農政局長

４ 第２の４の（２）の事業を実施しようとする場合にあっては、農村振

興局長 （以下、１から４までに掲げる者を「地方農政局長等」という。）

第５ 事業実施の手続

１ 第２の１から４までの事業にあっては、事業実施主体は、事業の開始

年度において、別紙８に定めるところにより、各事業の内容を取りまと

めの上、振興推進計画を策定し、実施要綱第４に定める事業実施計画と

併せて地方農政局長等に提出するものとする。

２ 振興推進計画策定の留意事項

振興推進計画の策定に当たっては、次の各号に留意するものとする。

（１）振興推進計画には、振興推進計画の期間内における事業の実施によ

って実現しようとする目標を定めること。

第２の１から３までの事業にあっては、体験プログラムの販売や宿

泊料等の売上げに係る数値目標を定めること。また、宿泊者数、雇用

者数、外国人旅行者数、定住人口、遊休農地の解消、農林漁業体験者

数の中から１つ選択し、数値目標を定めること。なお、目標を定める

際には、第２の１から３までの取組に対応した目標となるようにする

こと。

（２）振興推進計画の目標の実現状況等を評価するための指標（以下「評

価指標」という。）が定量的指標により適切に設定されており、これに

より交付対象事業の目的が適切に表現されていること。

（３）振興推進計画の目標及び評価指標の設定内容に対して取組の内容が

妥当であること。

３ 事業実施計画の策定に当たっては、第２の１から４までの事業におけ

る事業の開始年度において、別紙８に定めるところにより、目標年度ま

での取組内容を記載し、各事業の内容を取りまとめの上、事業実施計画

を策定するものとする。

４ 地方農政局長等は、１により提出された振興推進計画及び事業実施計



画の内容、対象経費等を精査し、実施要綱、実施要領等に照らして適当

であると認める場合には、これを承認するものとする。

５ 第２の１から３までの事業にあっては、事業実施主体は、事業の開始

年度の翌年度において、別紙８に定めるところにより、年度別事業実施

計画を策定し、地方農政局長等に提出するものとする。

６ 地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、４により承認した振興推

進計画及び事業実施計画並びに５により提出された年度別事業実施計画

について、別紙８に定めるところにより、これを農村振興局長に報告す

るものとする。

７ 別紙８に定める振興推進計画及び事業実施計画の重要な変更について

は、４に準じて承認等を行うものとする。

第６ 助成

国は、予算の範囲内で、別紙８に定めるところにより、事業実施主体に

助成するものとする。

第７ 完了報告

事業実施主体は、第５の４により地方農政局長等が承認した振興推進計

画及び事業実施計画に基づく全ての事業が完了したときは、別紙８に定め

るところにより、地方農政局長等に報告するものとする。

第８ 事業実施結果の評価

１ 第２の１及び２の事業にあっては、事業実施主体は、別紙８に定める

ところにより、事業の開始年度から起算して２年目の年度である目標年

度までの毎年度、振興推進計画に定められた目標の達成状況等について

評価を行い、地方農政局長等に報告するものとする。

第２の３の事業を実施する場合にあっては、事業の開始年度から起算

して３年目の年度である目標年度において、振興推進計画に定められた

目標の達成状況等について評価を行い、地方農政局長等に報告するもの

とする。

２ １により報告を受けた地方農政局長等は、別紙８に定めるところによ

り、事業実施主体から報告された評価の内容を評価し、その結果を公表

するものとする。また、地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、当

該評価結果を農村振興局長に報告するものとする。

３ 地方農政局長等は、２により事業評価の内容を評価するに当たり、別

紙８に定めるところにより、有識者で構成する第三者機関を設置し、意

見聴取を行うものとする。

４ １により報告を受けた地方農政局長等は、目標の達成状況が低調な事



業実施主体に対して重点的な指導、助言等を行うとともに、その結果を

公表するものとする。



別表

事 項 具体的な事業内容 事業実施主体 選定要件 交付率及び助成額

１ 農泊推進事業 農泊の推進により地域の所得向上を 以下に掲げる法人又は団 以下の要件のうち（１） 交付率及び助成額は、
図ろうとする意欲ある地域において、 体であり、かつ、別に定め 及び（２）と（３）のいず 以下のとおりとする。
農泊を観光ビジネスとして持続的に活 る公募要領により応募した れかを満たすこと。
動できる体制の確立や農山漁村に賦存 法人又は団体の中から選定 （１）交付率は、定額と
する伝統料理等の「食」、美しい景観 されたものとする。 （１）農泊を観光ビジネス する。
などの地域資源を観光コンテンツとし に資する取組として実 （２）各年度の助成額の
て磨き上げる取組、情報発信等の取組 （１）地域協議会（別紙８ 施すること。 上限は、事業開始年

の第６の１に定める協 （２）事業実施主体の欄の 度は800万円、事業開
定を定めた団体。以下 （１）を事業実施主体 始年度の翌年度は400
同じ。） とする場合にあっては、 万円とする。

（２）農業協同組合 構成員に市町村及び農
（３）農業協同組合連合会 泊実施の中心的な役割
（４）森林組合 を担う法人又は法人に
（５）森林組合連合会 なる見込みの団体を含
（６）漁業協同組合 むこと。
（７）漁業協同組合連合会 （３）事業実施主体の欄の
（８）農林漁業者が組織す （２）から（12）まで

る団体 を事業実施主体とする
（９）地方公共団体が出資 場合にあっては、農泊

する団体 の取組内容を記載した
（10）地域再生推進法人 事業実施計画について、
（11）ＰＦＩ事業者 市町村の認定を受ける
（12）特定非営利活動法人 こと。

２ 人材活用事業 農泊の推進により地域の所得向上を 事項の１の事業を実施し 農泊の推進に資する事業 交付率及び助成額は、
図ろうとする意欲ある地域において、 ている法人又は団体とす であること。 以下のとおりとする。
地域外の人材や専門的スキル等を活用 る。
する取組 （１）交付率は、定額と

する。

（２）各年度の助成額の
上限は、250万円とす
る。

３ 施設整備事業 農泊を推進するために必要となる 以下に掲げる法人又は団 以下の要件を全て満たす 交付率は１／２とする。
以下の施設の新設又は補修、改修を 体であり、かつ、別に定め こと。



行う取組 る公募要領により応募した
法人又は団体の中から選定 （１）事業実施主体の欄の
されたものとする。 （２）から（13）まで

に掲げる団体等を事業
（１）市町村 実施主体とする場合に
（２）地域協議会の構成員 あっては、事業実施主

である法人 体となる団体等が農泊
（３）農業協同組合 実施の中心的な役割を
（４）農業協同組合連合会 担っていること。
（５）森林組合 （２）事業実施主体の欄の
（６）森林組合連合会 （２）から（13）まで
（７）漁業協同組合 に掲げる団体等を事業
（８）漁業協同組合連合会 実施主体とする場合に
（９）農林漁業者が組織す あっては、整備する施

る団体 設の利用規程を作成し、
（10）地方公共団体が出資 市町村の認定を受ける

する団体 こと。
（11）地域再生推進法人 （３）農村振興局長が別に
（12）ＰＦＩ事業者 定める基準に適合する
（13）特定非営利活動法人 ものであること。

４ 広域ネットワーク推 観光ビジネスとして持続可能な体制 （１）の事業にあっては 農泊の推進に資する事業 交付率は定額とする。
進事業 により磨き上げられた地域資源を観光 都道府県、（２）の事業に であること。 （１）の事業の助成額

誘客に結びつけるため、関係省庁と連 あっては以下に掲げる法人 の上限は、１都道府県当
携し、国内外の旅行者や旅行事業者等 又は団体であり、かつ、別 たり250万円とする。
に個々の農泊地域の魅力を効果的に情 に定める公募要領により応
報発信等する取組 募した法人又は団体の中か

ら選定されたものとする。
（１）都道府県単位における取組

（１）特定非営利活動法人
（２）全国単位における取組 （２）一般社団法人又は一

般財団法人
（３）公益社団法人又は公

益財団法人
（４）観光協会
（５）旅行業者が組織する

団体
（６）民間企業
（７）その他農村振興局長

が必要と認める団体等
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